
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００１ 項　　目　　名 法令事務費

予算書項目 法令事務費 ページ 29 所　　属　　名

総務部 
総務課年度 R4

一般会計 【問合せ先】法制係 0857-30-8103 

【１１次総の施策体系】0001　 

【事業の経過及び背景】 
　令和２年に提起された市役所窓口での職員の対応等が違法であることを主張する
５件の 損害賠償請求訴訟について、鳥取市の勝訴とする判決が令和４年11月14日に
確定した 。 

【事業の目的及び効果】 
　損害賠償請求事件の成功報酬を訴訟代理人弁護士に支払うもの 。

【事業の内容】 
　訴訟代理人弁護士への成功報酬　440千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 440 0 

総務管理費

目 一般管理費

補正前額 7,578 

要求額 440 

総務部長段階査定額 440 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 440 諸収入 0 

計 440 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００２ 項　　目　　名 新型コロナウイルス感染症対応職員費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 職員費（一般職） ページ 29 所　　属　　名

総務部 
職員課年度 R4

一般会計 【問合せ先】給与係 0857-30-8117

【１１次総の施策体系】0003

【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、感染拡大防止に向けた対応や諸課題へ
の適切な措置等、事態に即した取り組みが必要となっている。

【事業の目的及び効果】
　新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、対応する職員の時間外勤務手当等を補
正し、緊急的対策として国の臨時交付金を活用した体制拡充を行うことにより、住
民生活の向上を図ることを目的とする。

【事業の内容】
　新型コロナウイルス感染症対応に係る時間外勤務手当等の増額。
　・時間外勤務手当　　　　 66,187千円
　・その他手当　　　　　　 13,661千円
　・会計年度任用職員報酬　　2,346千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 65,755 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 82,194 0 

総務管理費

目 一般管理費

補正前額 257,781 

要求額 82,194 

総務部長段階査定額 82,194 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 16,439 諸収入 0 

計 82,194 その他 0 

行財政改革課処理欄



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００３ 項　　目　　名 退職手当

予算書項目 退職手当 ページ 29 所　　属　　名

総務部 
職員課年度 R4

一般会計 【問合せ先】給与係 0857-30-8117

【１１次総の施策体系】0003

【事業の目的及び効果】
　職員の退職に伴い、当該職員の鳥取市在職期間等に応じて退職手当を支給するも
の。

【事業の内容】
　早期退職等の12人分の退職手当の増額　160,591千円

　※その他財源の諸収入は、退職手当負担金

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 160,591 0 

総務管理費

目 一般管理費

補正前額 450,462 

要求額 160,591 

総務部長段階査定額 160,591 

地方債 0 0 

その他 13,199 0 

一般財源 147,392 諸収入 13,199 

計 160,591 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００４ 項　　目　　名 本庁舎光熱水費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 31 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R4

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131 

【１１次総の施策体系】2401

【事業の経過及び背景】
　本庁舎における光熱水費のうち電気代とガス代が原油価格高騰や円安の進行など
の影響により 値上がりを続けている。

【事業の目的及び効果】
　燃料費高騰などに伴い不足する本庁舎の電気代・ガス代を増額し、適切な管理運
営を行う。

【事業の内容】 
　電気代の増額　9,837千円
　ガス代の増額　6,497千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 16,334 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 35,078 

要求額 17,002 

総務部長段階査定額 16,334 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 16,334 諸収入 0 

計 16,334 その他 0 

行財政改革課処理欄



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００５ 項　　目　　名 本庁舎電話関係費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 31 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R4

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131 

【１１次総の施策体系】2401

【事業の経過及び背景】
　本庁舎における電話代が架電件数の増加や架電先が携帯電話となる件数の増加な
どの影響により 増加している。

【事業の目的及び効果】
　不足する本庁舎の電話代を増額することにより、適切な管理運営を行う。

【事業の内容】 
　電話代の増額　2,243千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,243 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 10,188 

要求額 2,548 

総務部長段階査定額 2,243 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,243 諸収入 0 

計 2,243 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００６ 項　　目　　名 駅南庁舎光熱水費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 31 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R4

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131 

【１１次総の施策体系】2401

【事業の経過及び背景】
　駅南庁舎における光熱水費のうち電気代とガス代が原油価格高騰や円安の進行な
どの影響により 値上がりを続けている。

【事業の目的及び効果】
　燃料費高騰などに伴い不足する駅南庁舎の電気代・ガス代を増額し、適切な管理
運営を行う。

【事業の内容】 
　電気代の増額　15,717千円
　ガス代の増額　 5,783千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 21,500 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 47,511 

要求額 21,500 

総務部長段階査定額 21,500 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 21,500 諸収入 0 

計 21,500 その他 0 

行財政改革課処理欄



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００７ 項　　目　　名 本庁舎等管理費（コロナ克服・新時代開拓臨時交付金）

予算書項目 庁舎管理費 ページ 31 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R4

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131 

【１１次総の施策体系】2401 

【事業の経過及び背景】 
　未だ収束しない新型コロナウイルス感染症について、引き続き感染拡大防止の対
策が求められている。 

【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、不足する保健所の電話料金等を増
額し、迅 速で適切な対応を図り、安心安全な市民生活を確保する。 

【事業の内容】 
　陽性者コンタクトセンター他専用回線電話代　　2,193千円
 　架電件数急増に伴う携帯電話端末の増台（35台）　501千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,155 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,694 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 12,000 

要求額 2,694 

総務部長段階査定額 2,694 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 539 諸収入 0 

計 2,694 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００８ 項　　目　　名 車両維持管理費

予算書項目 車両管理費 ページ 31 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R4

一般会計 【問合せ先】財産政策第二係 0857-30-8132

【１１次総の施策体系】2401

【事業の経過及び背景】
　公用車燃料費が原油価格高騰や円安の進行などの影響により 値上がりを続けてい
る。

【事業の目的及び効果】
　不足する公用車燃料費を増額し、適切な管理運営を行う。

【事業の内容】 
　公用車燃料費の増額　　　　　　　274千円
　決算見込みによる人件費の減額　▲102千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 172 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 52,073 

要求額 172 

総務部長段階査定額 172 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 172 諸収入 0 

計 172 その他 0 

行財政改革課処理欄



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００９ 項　　目　　名 財産管理事務費

予算書項目 事務費等 ページ 31 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R4

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131 

【１１次総の施策体系】2401

【事業の経過及び背景】
　令和２年９月に久松山山頂ロープウェイで使用していたコンデンサに高濃度ＰＣ
Ｂが使用されていることが判明した。高濃度ＰＣＢ処理期限経過後の発見により対
応については環境省からの指示待ちの状態だったが、令和４年７月に豊田市の施設
での受け入れ処分が決まり、令和４年９月にその施設より年明けを目途に搬入の指
示があったもの。

【事業の目的及び効果】
　人の健康・環境への有害性が確認されているＰＣＢを確実に処理することで市民
の健康の保護及び生活環境の保全を図る。

【事業の内容】 
　高濃度ＰＣＢ収集運搬・処分費　1,084千円
　決算見込みによる人件費の減額　▲416千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 668 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 18,703 

要求額 668 

総務部長段階査定額 668 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 668 諸収入 0 

計 668 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総０１０ 項　　目　　名 ふるさと納税推進事業費

予算書項目 税務事務費 ページ 33 所　　属　　名

総務部 
資産活用推進課年度 R4

一般会計 【問合せ先】ふるさと納税係 0857-30-8137 
【１１次総の施策体系】0003 
【事業の経過及び背景】 
　「ふるさと納税」制度は、都市部と地方の税収格差是正を目的に平成20年度創
設。納税者 がふるさとや応援する地方公共団体に寄附した際、個人住民税から寄附
金の一部が控除さ れる。「企業版ふるさと納税」制度は、地方創生の取組活性化を
目的に平成28年度創設。 企業が地方公共団体の行う地方創生の取組に対し寄附した
際、税額が控除される。 

【事業の目的及び効果】 
　「ふるさと納税」制度のＰＲと制度を利用した本市への寄附者及び寄附金額の増
加を図る ため、パンフレット作成や各種ＰＲを行い、寄附者へのお礼の品として地
元企業等の協賛 による「鳥取ふるさとプレゼント」を進呈することで地元産品のＰ
Ｒを併せて行う。また 、令和３年度より国の認定を受けて「企業版ふるさと納税」
の受付を開始した。制度のＰ Ｒを行い、企業からの寄附を募ることで地方創生の推
進を図る。 

【事業の内容】 
　当初見込みを上回る寄付金額及び件数が見込まれるため、寄附者へのお礼の品と
して進呈している「鳥取ふるさとプレゼント」に係る報償費など必要な経費を計上
する。
　＜ふるさと納税による寄附件数及び寄附金額＞
　令和２年度　24,842件　452,755千円　　令和３年度　26,938件　605,468千円
　令和４年度　30,000件　750,000千円（見込）
　※令和４年度10月末時点実績
　　19,108件（前年度同月比102.6％） 384,935千円（前年度同月比131.7％）
　＜企業版ふるさと納税による寄附件数及び寄附金額＞
　令和３年度　６件　18,200千円　　令和４年度　３件　1,200千円（見込）

　※その他財源の諸収入は、ふるさと納税出店料

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 120,488 0 

徴税費

目 税務総務費

補正前額 232,337 

要求額 120,488 

総務部長段階査定額 120,488 

地方債 0 0 

その他 15,660 0 

一般財源 104,828 諸収入 15,660 

計 120,488 その他 0 

行財政改革課処理欄


